（草稿）※回覧しないで！

	平成29年2月21日(火)
第５回大阪府流域下水道事業の経営戦略検討懇話会
	参考
資料


第５回大阪府流域下水道事業の経営戦略検討懇話会　議事要旨

日時　：平成29年2月21日（火）　14時00分～15時45分

場所　：大阪赤十字会館　３階　302会議室
出席者：貫上委員、佐藤委員、武田委員、深澤委員　計４名

■主な議題
　Ⅰ．経営戦略の骨子（素案）について
■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· 第1章、第2章についての意見など
○　この懇話会は流域下水道事業の経営戦略を考えるものであるが、それを支えている市町村のこれまでの努力などは常に念頭に置かねばならないと思う。また経営目標の第2章の3番、経営の健全性の向上は、府だけでできる話ではなく、市町村も含めて、非常にたくさんの方々のご理解を得ないと今後やっていけない。
●　公共下水道の取り組みなどの記載が現状では無いので最終案に書き込んでいく。

○　経営目標は、取り決めた経営方針のもとで具体的にどういうことをやって、その結果、　　数値的なもの、経営目標となるものが出てくると考えている。一般的に経営目標は文言だけでなく、ある程度見える形にしていく必要がある。今後、素案から本編を作る際には、難しいとは思うが今後10年間の目標値を定めて、それに向けて取り組むことを心がけねばなら  ないと思う。また企業債残高など、財務的な数値目標は今回入れてないのだが、そのあたりはどうか。
●　数値目標については、まず安全安心の部分については、当然計画上の事業量もあるため、府民にわかりやすい数値について検討する。財務的な目標数値については、流域下水道事業という性質上、財源そのものを自らマネジメントして生み出すことが難しい事業形態であり、今は起債残高や一般会計からの繰入など、財務的な数値目標は掲げていない。今後。他府県の流域下水道の法適化が進めば、他団体からも財務諸表などが出てくるので、それらとの比較や大阪府の経営の実績などにより、目標とすべき財務的な数値目標もいずれ示させて頂けると考えている。経営戦略は策定することが目的ではなく、経営状況、数値等を見ながら、    適宜目標を見直すことが必要だと考えている。
○　今の段階で数値目標というのは難しいと思うのだが、今後、具体的に経営戦略を作られるときには、いろんな数字を頭に入れながらやっていかねばならず、10年後にはこういう姿になりたいというのがある程度数値があれば、イメージしやすいと思う。

· 第3章、第4章、第5章についての意見など

○　PDCAサイクルを用いて数年ごとに評価とあるが、毎年評価すべきではないか。
●　毎年度末にはその年度の進捗状況の確認をやっていくのだが、そこで徐々に計画から乖離していくだろうということで、その乖離状況を見ながら、計画の見直し、調整をしていく　　予定である。
○　各種施策のところでは、管更生については概要のみの表現にとどまっているが、具体的にはどのような計画を立てられているのか。また地震対策については、土木施設はどこまで　対象となっているのか。そのあたりは明確にする方がいいと思う。それと省エネと創エネの項目が出てくるのだが、省エネのみの表現で創エネについてはあまり触れられていない。　本来は両者を含めて維持管理コストの縮減を計画すべきだと考えている。骨子には具体的　には盛り込まなくていいと思うが、省エネだけでなく、創エネも含めた技術開発の導入の　仕方、バランス、タイミングなどをどのようにまとめるのか気になった。
●　耐震の件については、現状は被災時に人命にかかわる施設、例えば管理棟や一般開放施設などは平成27年度に全て完了している。それ以外の施設は、土木構造物の改築更新の時期に合わせて、もう一度見直しを掛けることを考えている。また管渠については、緊急輸送路に敷設されているなど重要な箇所について抽出し、順次、改築更新に合わせて実施していくこととしているが、事業費の制約もあるため、今後調整していく。
○　地震対策や老朽化した管渠対策、省エネ・創エネなどについては、今後の収支計画の中にどの程度反映することが可能か。
●　地震対策や管渠の老朽化については、今回の経営戦略が今後10年間を対象としている　ことより、ある程度施策の優先順位を抑えざるを得ないと考えた。例えば流域下水道幹線は、市町村の公共下水道に比べて地震に強く、熊本や東北での被災事例を見ても、直接の津波　被害などが無い場合は大きな被害が出ていない。このような状況を加味して、今後10年間での事業の優先順位を判断している。またエネルギーについても、特に創エネについては色々な新技術があるものの、一方で失敗のリスクもある。今すぐ来年の経営戦略に、具体に盛り込むかは、我々ももう少し勉強しないといけないと考えている。当然、国の方でもそう　　いった技術開発の色々な仕組みを作って頂いているので、そういう動向も見ながら、できるものは積極的に取り込んでいきたいと考えている。
○　今後、検討を要する課題のところで、維持管理に係る費用負担方式の検討については、非常に難しいところだとは思うが、ぜひ市町村と検討を始めて頂きたい。それに加え、支払いのタイミングや請求の方法なども検討する必要がある。例えば年度内、あるいは何年か見据えて市町村からお金をもらう場合に、多めにもらって返すのか、シビアにもらって追加請求　するのかという部分、どのような時期にそれをするのかも非常に大きい。さらに努力して　経費が少なくなった場合に、全額返金するのかという点も検討が必要。色々な努力があってこその経費節減であるなら、ある程度市町村と府で分け合うことも考えられるのではないか。
また、見せる化、見える化については「魅力や可能性」だけではなく、どれだけギリギリで頑張っているのかという点をアピールする方が重要。どれだけ人とお金をかけて下水道を　運営しているのかを示していく際に、財務諸表をホームページで…ではなく、子どもの　　お小遣い帳レベルでもいいので、どれだけ不安定な国からのお金をあてにしながらでも、　自分たちも節約を一生懸命頑張っていることを示すなど、まさに共感してもらえるような形。流域下水道の役割と大切さを示していきたいなら、これまでどれだけ借金して、今借金を返しながら、贅沢せず運営しているところを、ぜひ積極的に出して頂きたい。ただし、広報には、お金をあまりかけないように頑張って頂きたい。
●　費用負担方式については、平成23、24年ごろから市町村と勉強会を立ち上げて、検討をしていたが現在は休止中。今回の経営戦略の策定であるとか公営企業会計化が再稼働の　　きっかけになる。ただ実際にするとなれば、市町村間で損得は出てくる。今の制度から費用負担が増える市町村、逆の市町村がある中で、これからの下水道を担っていく上で、今後　　どのような問題が出てきて、解決策は何があるのかというところを府と市町村が一体となって考えねばならない。自分の市町村が経済的に効率よくなればいいということではなかろうと思うので、その部分は大阪府が一定リードすべき。その土俵を作るところから始めていく　必要があると考えている。また広報の点は、まずはこの経営戦略の冒頭で説明させて頂いている現状と課題の認識を共有すること。なぜ下水道使用料を払っているのかは、財務諸表で見せても理解できないだろうから、わかりやすい広報の仕方についてはお金をかけず考えていきたい。
○　下水道料金を決めなければならない自治体にとっては、それを基に「これだから下水道料金はこうなる」という説明につながると思うので、使われ方も含め、色々考えながら早めにお願いしたい。

○　公営企業会計化の目的には、下水道事業が持続的に運営できて、かつ公営企業なので適切な対価で運営できることの実現もある。適切な対価を考えるにおいては、財務で考えると、　　普通の企業でいうところの連結決算という形で、府と市町村の下水道事業全体での会計があることが必要。さらに連結した会計を、一定の前提となる仮定を置きつつ、地域や個別自治体単位での区分会計という形で示すことができるようになると、住民の方々が、「こういう　サービスをこれだけの対価を支払って受けている」と理解できるし、時系列でみると行政がどういう風に努力しているのかも分かり易くなる。こうすることで、住民の方も流域下水道と公共下水道両方が一体になって初めて下水道サービスを受けていることを理解できるのではないか。自分は下水道サービスをどのくらいのコスト負担でうけているのか、それに対して各自治体の経営努力がどのくらいされているのかなどが見えるようになると思う。来年度の議論の中では、個別の自治体との会計面での連結化やその活用などの検討も必要ではないか。連結や区分会計などでの検討を踏まえて、連結個別自治体に下水道のバランスシートを配って、当該自治体の収支や財務構造が、個々どうなっているというような分析も進めることが必要。そういうことをやらないと、適切な料金化というのができないと思う。
●　下水道使用料をご負担いただいている府民の方々に、経営状況をお伝えすることは非常に大事なお客様サービスであり、そういった情報発信に極力取り組んでいきたい。

○　人材育成と技術の継承の部分だが、国や地域の各エリアで行われている研修等々に職員の方々に勉強させるチャンスを与えて頂きたい。全国的な趨勢や、各地域の成功、失敗事例を学ぶなど、そういった形で他の自治体を見る機会により、前向きな人材育成を考えて頂きたい。

●　今、世の中の趨勢もどんどん変わってきて、外部の状況を取り入れないと、過去の技術　　だけにしがみついていても、新たな社会に対応できない。我々もできる限り外部の研修に　参加できるように考えている。また、大阪府下全体の取り組みであるが、下水道促進協議会という組織があり、今、人材育成に力を入れようという動きの中で、そういった派遣をする時の助成事業にも取り組んでいる。人も少なくなってくる中で、人をいかにして育てるか、それを皆で育てるかというところ。非常に大事な視点であり、どこまで書き込めるかはわからないが、これから検討する。

○　それに絡んでだが、人材育成と技術の継承の部分に適切な人材の確保と一言かけないか。継承という限りは、絶えず人材が入ってきて出ていくという流れが必要であると思う。

●　人材の確保については追記する。経営戦略策定に向けた今後の流れだが、まず本日頂いた意見などを踏まえ、3月中に経営戦略骨子（素案）をとりまとめる。来年度は、審議会を　　　立ち上げ、本編の検討を行う予定。6月に第1回審議会を開催。経営戦略（素案）という形で事務局案を提示し、順次意見を頂きながら第2回審議会を経て、パブリックコメントを秋頃に実施した上、平成30年2月ないし3月に審議会からの最終答申をいただき、来年度末に成案としたい。

●　これまで計5回懇話会を開催し、貴重な意見をたくさん頂いた。経営戦略の策定にあたり「収入」と「支出」を明確にしていく必要があるが、この収入の部分で流域下水道というのは非常に制約がある。こうした制約条件を前提にして、昨今の国交付金の状況をベースにして収支計画を組めばいいという発想が1つ、逆にあるべき姿を実現するための収支計画を組むという発想の2つの観点があろうかと思う。今回は、あるべき論から、10年後のあるべき姿をシミュレーションして、収支計画を立案した。このシミュレーションの中で、特に老朽化対策が非常に危機的な状態であることが明らかになった。我々もこういうシミュレーションをした、結果を知ったということから、これを放置してはいけない。いわゆる行政の不作為になってしまうということで業務怠慢になりかねない。『課題を先送りしたでは済まない』という思いをこの業務の中で再認識した。また懇話会で頂いた議論をきっかけとして、いわゆる府と市町村の単独起債を使った事業について、来年度予算もわずかではあるが認められた。これも、これまで議論頂いた成果の一つである。
委員の皆様に感謝と、お礼を申し上げる。
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